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はじめに ～消費生活相談の歴史的沿革～ 
 

1960 年代、高度経済成長を背景とする消費者被害の発生に対応して消費者

問題への取組が本格化する中で、1960 年に主婦連合会が消費者の苦情に対応

するための消費者相談窓口を開設し、また、1961 年には日本消費者協会が消

費者相談室を開設するなど、民間の消費者団体において消費生活相談が始め

られるとともに、1965 年の兵庫県「神戸生活科学センター」の設立を始めと

して、自治体においても消費生活相談等の消費者問題への取組が本格的に始

められた。 
その後、1968 年の消費者保護基本法において消費者苦情処理が自治体の責

務とされ、また、1969 年には地方自治法において「消費者の保護」が自治体

の固有事務として規定されたこと等を受け、各自治体において消費生活セン

ターの設置が進められ、消費生活相談が行われるようになるとともに、1970
年には、国民生活センターが設立され、同センターにおいても消費生活相談

が行われるようになった。 
 

自治体や消費者団体において消費生活相談が行われるようになる中で、

1962 年には、日本消費者協会において、消費生活の助言や苦情相談に対応す

る専門家、消費者リーダーの育成を目的として、消費生活コンサルタント養

成講座が開講され、同講座の修了生は自治体の消費生活センター等における

相談員としても採用された。 
また、1974 年には、国民生活センターにおいて消費生活相談員の資質向上

のための消費生活相談員養成講座が開始された。 
その後、1980 年には、企業内において消費者からの苦情相談等各種の相談

に応じるとともに、消費者の意向を把握して企業内における商品・サービス

の改善に反映させる人材等の養成を目的として、日本産業協会による消費生

活アドバイザー資格が創設され、さらに、1991 年には、行政において消費生

活相談業務に携わる消費生活相談員のための資格として、国民生活センター

による消費生活専門相談員資格が創設された。 
 

1991 年には、自治体の消費生活センター等が開かれていない土日・祝日に

消費者の相談需要に応える観点から、日本消費生活アドバイザー・コンサル

タント協会においてウィークエンド・テレフォンが開設され、現在では、全

国消費生活相談員協会や国民生活センターでも同様の消費生活相談が行われ

ている。 
 

さらに、2009 年に、消費者安全法が制定され、消費生活相談が自治体の行

う事務として規定されるとともに、それまで自治体に任意で設置されていた
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消費生活相談を行う拠点としての消費生活センターの設置が、都道府県につ

いては義務、市町村については努力義務として規定された。 
また、同法施行規則７条においては、消費生活センターにおいて相談業務

に従事する「専門的な知識及び経験を有する者」の資格として、上記の「消

費生活専門相談員資格」、「消費生活アドバイザー資格」及び「消費生活コン

サルタント資格」（以下、これらを合わせて「３資格」という。）が規定され

た。 
しかし、こうした消費生活相談に従事する者の資格が、どのような要件及

び手続により付与されるかは、法令上規定されていない。このような現状に

鑑みて、本検討会では、消費生活相談員資格を明確に法的に位置付ける必要

性、資格付与の要件・手続、及び「消費生活相談員」職の法的位置付け等こ

れらと併せて措置すべき事項について検討を行い、その成果をここに中間報

告として取りまとめたものである。 
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１．消費生活相談における資格の必要性 

 

（１） 消費生活相談及び相談員資格を巡る現状 
 

消費生活相談は、ここ数年全国で年間 90 万件程度で推移している。若干

減少傾向にはあるものの、例えばスマートフォンの急速な普及により、ス

マートフォン及びその関連サービスに係る相談が急増したり、複雑な金融

商品の普及に伴い投資商品に関する相談も増加しているなど、国民の消費

生活の変化に伴い、相談の内容が変わってきているとともに、広域化、広

範化、複雑化、高度化している。 
   また、相談内容だけでなく、少子高齢化の進展により高齢者被害が増大

する一方、相談者への説得に努力を要する事案が増えているなど、消費生

活相談員が対応すべき消費者も多様化している。 
 

○近年急増している相談案件  ※国民生活センターホームページより 

スマートフォンに関する相談件数（※1） 

年度 2009 2010 2011 2012 

相談件数 568 1,489 4,742 544（前年同期 231） 

相談件数は 2012年 5月 31日現在 

※1「携帯電話サービス」「携帯電話」に区分されるもののうち、スマートフォンであると判別ができたもので、通 

話料・パケット料、機器や通信サービスの品質など、スマートフォンそのものに関する相談件数。 

 

スマートフォンを利用したデジタルコンテンツに関する相談件数（※2） 

年度 2009 2010 2011 2012 

相談件数 2 97 5,684 1,149（前年同期 55） 

相談件数は 2012年 5月 31日現在 

※2「デジタルコンテンツ」に区分されるもののうち、スマートフォンが関連していると判別ができたもので、スマ

ートフォンを利用した有料サイトからの料金請求などに関する相談件数。 

 

ファンド型投資商品に関する相談件数 

年度 2009 2010 2011 2012 

相談件数 2,993 7,046 18,204 1,379（前年同期 982） 

相談件数は 2012年 5月 31日現在 
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  消費生活相談については、現在、主として自治体の消費生活センターや

消費生活相談窓口で行われているが、民間でも消費者団体において行われ

ているほか、介護等の福祉や家族問題等に関する相談を行っている中で消

費者問題に関する相談を行っている民間団体もある。また、民間 ADR 機関

や金融 ADR 機関では、相談窓口を設けているところが多い。 
自治体で消費生活相談業務を行っている消費生活相談員の数は、平成 24

年 4 月 1 日現在で 3,355 人となっている。そのうち消費者安全法施行規則

第 7 条で規定されている３資格の中の 1 つ以上を保有している消費生活相

談員（以下「資格保有相談員」という。）の割合は、77.9％（2,614 人）と

なっている。 
 
 
  ○消費者安全法施行規則（平成 21年 8月 28日内閣府令第 48号） 
 

第 7条 消費者安全法 （以下「法」という。）第 10条第 1項第 1号又は第 2項第 1号に

規定する者は、次に掲げるいずれかの資格を有する者又はこれらと同等以上の専門的

な知識及び経験を有する者とする。  

一 独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）が付与する

消費生活専門相談員の資格  

二 財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザーの資格  

三 財団法人日本消費者協会が付与する消費生活コンサルタントの資格 

 
 
 

 消費生活専門相談員 消費生活アドバイザー 消費生活コンサルタント 

筆記試験 ○ ○ 講習修了時に資格付与試験を実施 

論文試験 ○ ○ 講習修了時に論文作成・発表 

面接試験 ○ ○ 受講者選考時に小論文・面接を実施 

講習 ― ― ○ 

実務修習 ― 

最終合格者のうち実務

経験の無い者に対して

４日間の研修を実施 

― 

  

○３資格の付与方法 
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消費生活専門相談員 消費生活アドバイザー 消費生活コンサルタント 

【筆記試験科目】 

○消費者問題に係る一般常識 

 

○消費者行政に係る関連法規 

 

○消費者問題に係る基礎的な法

律知識 

（法律一般や訴訟、ＡＤＲによる

紛争解決手続き） 

 

○消費生活に係る経済知識 

 

○消費生活上の商品・サービスに

係る知識 

 

○消費生活相談に携わるにあた

っての基礎的知識 

（特商法、割販法、消費者契約法

等の消費者関係法） 

【筆記試験科目】 

○消費者問題 

 

○消費者のための行政・法律知識

（行政知識、法律知識） 

 

○消費者のための経済知識 

（経済一般知識、企業経営一般知

識、生活経済、経済統計と調査

方法の知識、地球環境問題・エ

ネルギー需給） 

 

○生活基礎知識 

（医療と健康、社会保険と福祉、

余暇生活、衣服と生活、食生活

と健康、住生活と快適空間、商

品・サービスの品質と安全性、

広告と表示、暮らしと情報） 

【受講科目】 

○消費生活問題と関連の法律 

（消費者運動の歴史・活動の意義、

消費者教育の歴史とこれからの消

費者教育、国における消費者行政

の概要、地方自治体における消費

生活センターの役割、消費者基本

法と消費者契約法の概要、団体訴

権、特商法、割販法、貸金業法、

金融商品販売法・金融商品取引法、

製品安全と法制度、電子商取引の

関連法、職の安全と法制度、個人

情報保護法、医薬品・薬事法） 

 

○消費生活問題への対応 

（民法（消費者相談の対応に必要な

知識）、消費者被害の救済（特商

法）、消費者被害の救済（割販法）、

景表法と消費者、金融商品トラブ

ルと消費者保護、金融・保険に関

する相談知識、環境問題・政策と

消費者の役割、訴訟と調停の知識） 

 

○商品・サービス 

（製品事故に関する対応、繊維製品

クリーニングトラブルと対応、旅

行トラブルと旅行業約款、広告の

見方、住宅の契約に関する対応、

業界団体の消費者対応、保険のシ

ステム（生命保険・損害保険） 

 
 

  

○３資格の受験・受講科目 
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   一方、地域別に見ると、都道府県内の全ての自治体の消費生活相談員の

うち資格保有相談員の割合が 50％以下のところが８道県となっている。市

町村（政令市を除く。）の消費生活相談員に限ってみると、資格保有相談員

の割合が 50％以下のところが１９道県に上る。 
 
 
 
 

 

○自治体の消費生活相談員の資格保有状況 
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また、３資格について、消費生活相談員以外の者も含めた資格取得者の

地域別の割合をみると、関東・中部・近畿の取得者が全体の約 7 割～9 割を

占めるなど、地域的な偏在が見られる。 
 
 

 
 
 
 
（２）消費生活相談の意義 
 

消費生活相談は、 
 

①  消費者からの相談に対し、適切な助言を行うとともに、消費者問題・

消費生活についての必要な情報の提供や関係機関の紹介を行い、 
 

②  また、商品及び役務に関して事業者と消費者との間に生じた苦情・紛

争について、消費者の利益の擁護及び増進の観点から、情報の質・量、

交渉力等の格差を勘案して、専門的知見に基づき、あっせんによりその

解決を図るとともに、 
 

③  さらに、相談の中で得られた情報を関係行政機関等に対し提供するこ

と等により、消費者被害の未然防止・拡大防止を図る 
 

ものである。 
 

こうした消費生活相談は、消費者基本法において消費者の権利とされる

「消費者の安全の確保」、「商品及び役務について消費者の自主的かつ合理

的な選択の機会の確保」及び「被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済

されること」を図る上で極めて重要な役割を果たしている。  

5%

4%

10%

71%

56%

41%

10%

8%

9%

9%

23%

23%

3%

4%

8%

2%

5%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

消費生活コンサルタント

養成講座修了者（45期～50期）

消費生活アドバイザー

合格者（S55～H22）

消費生活専門相談員

認定者（H4～22）

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄

○３資格取得者の地域別割合 
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○消費者基本法（昭和 43年 5月 30日法律第 78号） 
 

 

第 2条  消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者政策」とい

う。）の推進は、国民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環

境が確保される中で、消費者の安全が確保され、商品及び役務について消費者の自主

的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提

供され、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生じた場合に

は適切かつ迅速に救済されることが消費者の権利であることを尊重するとともに、消

費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよ

う消費者の自立を支援することを基本として行われなければならない。 

 
 
 
 

 
 
 
 

  

467

306

412

309

445

387

411

27

消費生活の専門家としての適切な助言

消費者の被った被害の回復

事業者と消費者との間に立った公正なあっせん

執行部局等に対する情報提供

他の専門家等への橋渡し

消費者による主体的な問題解決の促進・支援

相談を通じた消費者への安心感・満足感の提供

その他

【消費生活センター長】(n=505)

31

127

51

116

26

60

38

15

消費生活の専門家としての適切な助言

消費者の被った被害の回復

事業者と消費者との間に立った公正なあっせん

執行部局等に対する情報提供

他の専門家等への橋渡し

消費者による主体的な問題解決の促進・支援

相談を通じた消費者への安心感・満足感の提供

その他

【消費生活センター長】(n=505)

○相談業務を行う上で消費生活相談員に期待される役割のうち十分に果たせているもの 

（複数回答） 

○相談業務を行う上で消費生活相談員に期待される役割のうち十分に果たせていないもの 

（複数回答） 
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（３）消費生活相談における資格の必要性 
 

消費生活相談員は、消費生活相談において中心的役割を果たすものであ

り、消費者と事業者の情報力・交渉力等の格差を埋めるという重要な役割

を担っている。消費生活相談が消費生活の多様化等に伴い近年ますます広

範化・複雑化・高度化している中で、消費生活相談を十分に機能させ、消

費者の権利の擁護を図るためには、消費生活相談員について一定の水準を

全国的に確保することが不可欠である。そして、消費生活相談員について

一定の水準を全国的に確保するためには、消費生活相談員に関する資格制

度をより充実したものにすることが必要である。 
 
 

 

 
 
 

 

 

307

170

13

5

8

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

【消費生活センター長】(n=503)

956

468

37

27

65

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

【消費生活相談員】(n=1553)

400

291

353

16

相談員の知識・技能等を確実に担保するため

相談の質について全国的に一定の水準を確保するため

相談員が一定の知識・技能等を有していることを消費

者、事業者及び関係行政機関に対し明らかにするため

その他

【消費生活センター長】(n=477)

1108

979

948

71

相談員の知識・技能等を確実に担保するため

相談の質について全国的に一定の水準を確保するため

相談員が一定の知識・技能等を有していることを消費

者、事業者及び関係行政機関に対し明らかにするため

その他

【消費生活相談員】(n=1424)

○消費生活相談員について現行の３資格を含めて何らかの資格を有していることが必要か 

○消費生活相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思う理由（複数回答） 



10 
 

２．相談員資格を法律に位置付ける必要性 

 

【３資格の課題】 
 

   現在、消費生活相談員に関する資格としては３資格があるが、この３資

格については、いずれも試験又は講習のみで資格が付与される形である、

コミュニケーションスキル等の担保が十分でない、知識中心の試験に合格

しただけで実務を知らずに資格が付与される、消費生活の変化や制度の改

変に対応して継続的に消費生活相談員の知識・技能を維持・更新する仕組

となっていない等の課題が指摘されている。 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

90

68

306

28

試験に合格することにより付与

一定期間の講習を受講することにより付与

試験に合格し、一定期間の講習を受講することにより付与

その他

【消費生活センター長】(n=492)

242

171

985

94

試験に合格することにより付与

一定期間の講習を受講することにより付与

試験に合格し、一定期間の講習を受講することにより付与

その他

【消費生活相談員】(n=1492)

448

27

27

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活センター長】(n=502)

1411

44

68

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活相談員】(n=1523)

○消費生活相談員としての役割を果たすための資格はどのような形で付与されるのがよいか 

○消費生活相談員が相談業務を行っていく上で、資格取得後、実際に相談員となる前に 

実務修習のような研修を受けることが必要か 
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【相談員資格の位置付けが不明確】 
 

また、相談員資格の法律における位置付けが不明確であるため、消費生

活相談員があっせん等にあたって、事業者や消費者からどのような資格を

有しているかを問われて回答しても、納得を得られない場合があり、この

ような場合には十分なあっせん等を行えないなどの問題も生じている。 
 
【消費生活相談を担う人材の確保】 

 

さらに、地方を中心に３資格の保有者が不足している状況にあるが、消

費生活相談の質の向上を図るためには、相談員資格に対する社会的評価を

高めるとともに、国と地方が連携して積極的に人材養成を図ることにより、

消費生活相談を担う優秀な人材の確保につなげていくことが求められてい

る。 
 

このため、 
 

①  行政や消費者団体等の民間において行われている消費生活相談の質の向

上と全国的な水準の確保を図るとともに、 
 

②  消費生活相談員に対する消費者からの信頼を一層向上させ、また、事業

者との関係においても、関係機関との連携を図るにあたっても消費生活相

談員が専門職であることをより明確にし、 
 

③  さらに、相談員資格に対する社会的評価を向上させるために、 
 

消費者等にとって分かりやすく、かつ、消費生活相談員に必要な知識・技能

等を十分に担保する新たな資格を創設し、法律に位置付けるべきである。 
 

なお、検討会においては、相談員の資格として現行の３資格で「十分であ

る」としている消費生活センターもあることから、新たな資格を法律に位置

335

95

58

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活センター長】(n=488)

1056

238

214

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活相談員】(n=1564)

○消費生活相談員が相談業務を行っていく上で、取得している資格の更新制度が必要か。 
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付ける場合には、現場に混乱を招くことのないよう、自治体や消費生活相談

員等の意見に十分配慮して検討する必要があるとの指摘もあった。 
 
 
 

 
 
 

 

 
  

173

225

35

16

25

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

【消費生活センター長】(n=474)

673

526

60

38

104

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

【消費生活相談員】(n=1424)

307

225

293

303

15

相談員があっせんを行うこと等相談員の役割を

法令上明らかにできる

相談員が有する知識・技能等を法令上明らかに

できる

相談員の責務等を規定することで相談員が専門

職であることを法令上明らかにできる

相談員の資格が法令に位置付けられることで消

費者からの信頼感が高まる

その他

【消費生活センター長】(n=398)

981

600

886

758

62

相談員があっせんを行うこと等相談員の役割を

法令上明らかにできる。

相談員が有する知識・技能等を法令上明らかに

できる。

相談員の責務等を規定することで相談員が専門

職であることを法令上明らかにできる。

相談員の資格が法令に位置付けられることで消

費者からの信頼感が高まる。

その他

【消費生活相談員】(n=1199)

○消費生活相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思う場合、その資格に

ついて法令に位置付けることが必要か 

○消費生活相談員の資格を法令に位置付けることが必要だと思う理由（複数回答） 
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116
279

31
14

43

十分である

おおむね十分である

やや不十分である

不十分である

わからない

【消費生活センター長】

312

750

182

71

178

十分である

おおむね十分である

やや不十分である

不十分である

わからない

【消費生活相談員】

○消費生活相談員としての役割を果たす上で、現行の３資格で十分か 
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３．法律に位置付ける相談員資格の想定する相談員 
 

どのような消費生活相談員を想定して相談員資格を法律に位置付けるかに

ついては、 
 

①  消費生活相談員が有すべき知識・技能等を担保し、消費生活相談員全体

に取得することが求められるベースとなる資格として位置付ける 
 

②  より高度な知見や専門性を有する消費生活相談員等のための資格として

位置付ける 
 

③  ベースとなる資格を有していない者に対する補完的な資格として位置付

ける 
 

という考え方がある。 
 

この点については、 
 

・ 今回の相談員資格を法律に位置付ける目的・理由が消費生活相談の全国

的な質の向上や水準の確保、消費生活相談員に対する信頼性の確保等にあ

ること 
 

・ まずはベースとなる相談員資格の位置付けが必要であること 
 

等を踏まえると、法律に位置付ける相談員資格は、①の消費生活相談員全体

に取得することが求められるベースとなる資格として位置付けるべきである。 
 

一方、現在でも地方を中心に３資格のいずれも保有していない消費生活相

談員が一定数いる状況にある中で、資格保有者を増やしていくことが必要で

ある。 
このため、地方において試験・講習の受験・受講機会を十分に確保するな

ど、地方においても円滑に資格を取得できるようにすることが必要である。 
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４．相談員資格を法律に位置付けることの効果及び「消費生活相談

員」職の法律への位置付け 
 
（１） 相談員資格を法律に位置付けることの効果 
 

相談員資格を法律に位置付けるに当たって、どのような効果を求め、ど

のようなものとして位置付けるかについては、以下のようなことが考えら

れる。 
 

① 人材確保・資質向上等のための資格として位置付け 
 

② 名称独占・業務独占資格として位置付け 
 

③ 行政の職に係る任用資格として位置付け 
 

④ 一定の業務を行う団体の必置資格として位置付け 
 

この点については、 
 

・ 今回の相談員資格を法律に位置付ける目的・理由が消費生活相談の全

国的な質の向上や水準の確保、消費生活相談員に対する信頼性の確保等

にあること 
 

・ 消費生活相談員は個人として独立してあっせん等を行うものではなく、

消費生活センター等の中でその役割を果たすものであること 
 

・ 現在３資格のいずれも保有していない消費生活相談員が一定数おり、

また、自治体ごとの事情があるため、一律に任用資格を定めることは困

難であること 
 

等を踏まえると、②～④のような効果を伴う資格制度とするのではなく、

①のような消費生活相談を担う人材の確保や資質の向上のための資格とし

て位置付けるべきである。 
 
○人材確保・資質向上のための資格制度の例 

 

・中小企業診断士 
 

   中小企業支援法（昭和 38 年 7月 15 日法律第 147 号） 

第 11 条 経済産業大臣は、中小企業者がその経営資源に関し適切な経営の診断及び経営

に関する助言（以下単に「経営診断」という。）を受ける機会を確保するため、登録簿

を備え、中小企業の経営診断の業務に従事する者であつて次の各号のいずれかに該当す

るものに関する事項を登録する。  

一 次条第一項の試験に合格し、かつ、経済産業省令で定める実務の経験その他の条件

に適合する者  

二 前号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者で、経済産業省令で定め
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るもの  

２ 前項の規定により登録すべき事項及びその登録の手続は、経済産業省令で定める。  

第 12 条 経済産業大臣は、中小企業の経営診断の業務に従事する者の資質の向上を図る

ため、中小企業の経営診断に関する必要な知識についての試験を行う。  

   ２～９ 略 
 

・土地区画整理士技術検定 
 

 土地区画整理法（昭和 29 年 5月 20日法律第 119号） 

第 117 条の 3 国土交通大臣は、仮換地の指定及び換地処分の適正な実施その他土地区

画整理事業の円滑な施行が進められるよう、広く当該事業に関する専門的知識の維持

向上に努めるものとする。  

２ 国土交通大臣は、政令で定めるところにより、換地計画に関する専門的技術を有する

者の養成確保を図るため必要な技術検定を行うことができる。 

 
（２）「消費生活相談員」職の法律への位置付け 
 

現在、自治体において消費生活相談を行う消費生活相談員については、

「相談について専門的な知識及び経験を有する者」と間接的に規定されて

いるだけであり、消費生活相談員があっせんを始めとする消費生活相談を

職責とする者であることが明確になっていない。こうしたこともあり、あ

っせん等において消費生活相談員が事業者とやり取りをする際に、事業者

等からその役割を理解してもらえず、あっせん等を行うに当たって支障と

なっている場合もある。 
 

このため、自治体において消費生活相談を行う者としての「消費生活相

談員」職を法律に位置付けることが必要である。 
 

  ○消費者安全法（平成 21年 6月 5日法律第 50号） 
 

第 10 条 都道府県は、第 8 条第 1項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要件に該

当する施設又は機関を設置しなければならない。  

一 第 8条第 1項第 2号イの相談について専門的な知識及び経験を有する者を同号イ及

びロに掲げる事務に従事させるものであること。  

二・三 略  

２ 市町村は、必要に応じ、第 8条第 2項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要件

に該当する施設又は機関を設置するよう努めなければならない。  

一 第八条第二項第一号の相談について専門的な知識及び経験を有する者を同号及び

同項第 2 号に掲げる事務に従事させるものであること。  

二・三 略   
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５．相談員資格における必要な知識・技能の担保 
 

消費生活相談は、相談者に対して適切な助言・適切な情報提供を行うと

ともに、消費者と事業者との間で生じた消費者トラブルの解決を図り、さ

らには、関係機関との連携等により消費者被害の拡大防止・未然防止にま

でつなげていくものである。 
 
（１） 消費生活相談員に求められる知識とその担保 

【消費者問題に関する法律知識】 
 

  消費生活相談員には、消費者と事業者との間のトラブルの解決に当た

って、消費者問題に関する幅広い法律知識が求められる。また、法律そ

のものの知識だけでなく、立法の趣旨・理念や課題についても十分に理

解した上で、適切な助言やあっせんにより消費者トラブルを適切に解決

に導くことが求められる。 
 

【商品・サービスや生活に関する知識】 
 

また、消費生活相談員は、こうした消費者トラブルを解決するととも

に、商品・サービスの内容や生活に関する相談に対応する必要があるた

め、消費者問題に関する法律知識とあわせて、商品・サービスや消費生

活に関する幅広い知識を持つこと、及び消費者問題の背景にある社会経

済状況の変化や取引や決済等の国際化の状況を把握することが求められ

る。 
 

【関連分野や家計管理等に関する知識】 
 

さらに、多重債務問題などの相談については、相談者の生活再建にま

で繋げていくことも重要な役割であり、このためには、生活支援のため

の貸付制度等の福祉制度を始めとする関連分野に関する知識が必要とな

るとともに、生活再建に向けたアドバイス等のための家計管理や債務整

理に関する基礎知識等も求められる。 
 

【行政法規や行政組織等に関する知識】 
 

また、受けた相談をもとに関係機関と調整して、事業者指導や法執行

に繋げ、被害の再発防止・拡大防止に結びつけるためには、個別業法な

どの行政法規に関する知識が求められるとともに、行政においてどの部

署がどのような業務を行っているか、意思決定はどのように行われるか

といった行政組織に関する知識等も必要となる。 
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このように、消費生活相談を行う上で、消費生活相談員には、消費者問

題に関する法律知識、商品・サービスや生活に関する知識、さらには、福

祉などの関連分野や、行政一般に関する知識も求められる。 
 

このため、相談員資格においては、こうした内容を含めた知識について

試験において確認すべきである。 
 
（２）消費生活相談員に求められる技能とその担保 
 

【ヒアリング力】 
 

消費生活相談においては、不安を抱えて相談にくる相談者の話に真摯

に耳を傾け、話を上手に引き出すとともに、問題点を的確に整理し、相

談内容を十分に聴き取ることが求められる。また、あっせんを適切に行

うためには、相談内容だけでなく、相談者の属性やおかれている状況、

相談の背景となっている事情についても把握することが必要となる。 
 
【コミュニケーションスキル・交渉力】 

 

また、あっせんにおいては、相談内容を的確に分析し、それを基に事

業者の様々な問題点等を指摘し、事業者との間で粘り強く交渉を重ねる

高い交渉力も不可欠である。さらに、場合によっては、過大な要求をす

る消費者に対して説得して紛争解決に努めるといったことも必要となる。 
このため、消費生活相談員には、相談者に対して適切に対応するため

のコミュニケーションスキルや事業者との間で粘り強く交渉にあたる力

が求められる。 
 

【法令を活用する技能】 
 

さらに、消費生活相談員は、受けた相談の内容に応じて適切な解決を

図る必要があり、そのためには、単に法律知識を知っているだけでなく、

法令の趣旨や理念も十分に踏まえて、消費者トラブル解決のために法令

を活用する技能が求められる。 
 

【文章作成力】 
 

また、消費生活相談員が相談で得た情報については、他の消費生活相

談員との間で共有し、全体としての相談対応力の向上に繋げるとともに、

事業者に対する指導等により消費者被害の拡大防止・未然防止に結び付
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けることが必要である。そのため、消費生活相談員は、相談内容や処理

結果等を的確に文章にして、他の消費生活相談員や消費生活センターと

共有するために PIO-NET（全国消費生活情報ネットワーク・システム）

に入力したり、法執行や事業者指導等を行う部局に情報提供することが

必要である。 
 

【関係部局等に対する積極的な問題提起】 
 

さらに、消費生活相談員は、情報を提供するだけでなく、消費者被害

の拡大防止・未然防止に向けて関係部局と連携・調整する必要がある場

合や、消費者被害の防止・救済のための法令や制度等に問題点がある場

合には、積極的に問題提起していくことが求められる。 
 

このように、消費生活相談を行う上で、消費生活相談員には、知識はも

とより、コミュニケーションスキル、ヒアリング力、交渉力、法律の活用

力、文章作成力などの実践的な技能も求められることから、資格制度にお

いては、試験内容にこうした技能を問う問題や実務に即した問題を取り入

れたり、これらの技能を担保する仕組とすることが必要である。 
 

 
 

 

 
 

 

406

321

400

266

288

437

378

18

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

【消費生活センター長】(n=505)

55

100

45

140

130

37

81

17

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

【消費生活センター長】(n=505)

○消費生活相談員に必要とされる知識・技能のうち、現在消費生活相談員が十分に有してい

ると思われるもの（複数回答） 

○消費生活相談員に必要とされる知識・技能のうち、現在消費生活相談員に不足していると 

思われるもの（複数回答） 
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（３） 消費生活相談員に必要な技能の担保方法 
 

技能面を担保する方法については、資格付与に当たって、試験合格後に

講習受講又は実務修習を課すことや、試験合格とあわせて一定期間の実務

経験を要件として、登録する手続をとることなどが考えられる。 
 

【実務修習の課題】 
 

実務修習については、実際に消費生活相談を行っている独立行政法人

国民生活センターや自治体、消費者団体などの協力を得ることが前提と

なるが、これを受け入れる場合には大きな負担となるため、そうした観

点から実現可能であるかどうかが課題となる。 
 

  【講習受講の課題】 
 

一方、講習受講については、技能等を十分に身につけるにはある程度

の期間が必要となると考えられるが、講習をどのような体制で実施する

か、相談員資格を取得しようとする者、特に現職の消費生活相談員がそ

うした講習を受講できるかといった点が課題となる。 
 

 【実務経験要件の課題】 
 

また、一定期間の実務経験を資格付与の要件とする場合、試験に合格

しただけの者を消費生活センター等が受け入れるという制度が今回の資

格の考え方と合わないのではないか、現に消費生活センター等で消費生

1531

1453

1401

1306

1421

1515

1486

246

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

【消費生活相談員】(n=1564)

○相談業務を行う上で、消費生活相談員にどのような知識・技能が必要か（複数回答） 
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活相談員として従事している者以外の者が相談員資格を取得することが

難しくなるのではないか、実務経験を認める相談の場として消費生活セ

ンター以外にどのようなところをその対象とするかといった点が課題と

なる。 
 
上記（２）で述べたように、消費生活相談の質の確保・向上のためには、

消費生活相談員が実践的技能を身につけることが不可欠であり、相談員資

格においてこれを担保することが必要である。一方、技能を担保する方法

にはそれぞれ上記のような課題があることから、今後、自治体の意見等を

十分に踏まえて検討することが必要であるが、講習に実務的要素を取り入

れるなどの工夫をするとともに、こうした講習受講や実務経験要件など複

数の方法の中からの選択を可能とする仕組とすることが現実的ではないか

と考えられる。 
 
（４）試験・講習の内容等の法令への規定 
 

   相談員資格を法律に位置付けるに当たっては、相談員資格がどのような

知識・技能を担保するものであるかを明確にする観点から、試験や講習の

内容等を法令に規定すべきである。  
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６．相談員資格に係る更新・研修制度等 

 

（１）相談員資格に係る更新制度 
 

消費生活相談の質の確保・向上のための資格制度という観点からは、資

格を付与するだけでなく、資格取得後においても資格取得者がその質を維

持し、さらに向上を図っていくような仕組が必要である。 

 

また、消費者問題については、関係する法律や制度も、商品やサービス

も、めまぐるしく変化していく中で、これらについての消費生活相談員の

知識を絶えず最新の情報に更新していく必要がある。 

 

このため、資格制度に更新制度を設けるとともに、更新に当たっての講

習受講等により資格取得者の知識・技能について継続的に維持・更新を図

る仕組とすべきである。更新に当たっての講習については、消費生活相談

業務に従事している者については、最新の知識等の習得のための講習、消

費生活相談業務に従事していない者については、これに加え、一定の実務

的な要素を取り入れた講習を受講することが必要である。 

 

 

 

 
 

（２）資格を保有していない相談員に対する研修等 
    

消費生活相談の質の確保・向上の観点からは、資格制度とは別に、資格

を保有していない消費生活相談員についても、国と地方、特に都道府県と

連携して、研修を一層充実していくこと等によりその資質の向上を図って

いくべきである。  

335

95

58

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活センター長】(n=488)

1056

238

214

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

【消費生活相談員】(n=1564)

○消費生活相談員が相談業務を行っていく上で、取得している資格の更新制度が必要か 
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７．相談員資格付与の主体 

 

今回の相談員資格については、消費生活相談の質の確保・向上を図るた

めに国が消費生活相談員について一定の水準を担保するものであることか

ら、国（内閣総理大臣）が付与する資格とし、消費生活相談実務の動向等

を試験等の内容に的確に反映させるなどその内容や水準の確保等について

国が責任を持って行う制度とすべきである。 

 

その上で、試験の実施等については、指定機関制度等により民間団体等

に行わせることができる仕組とすべきであるが、その場合には、消費者問

題等に関して知見を有する団体等が実施する仕組とするとともに、国がそ

の内容や水準の確保、公正性等について法令に基づきしっかりと担保する

仕組とすべきである。 

 

 

８．３資格保有者等に係る措置 

 

新たな資格の創設に当たっては、資格の水準を維持しつつも、現に消費生

活相談が行われている現場において混乱が生じることがないよう、希望に応

じて新たな資格を円滑に取得することを可能にする措置を講じる必要がある。 

 

（１） ３資格保有者に係る措置 
 

現在３資格を保有している者については、資格取得者として一定の知識

を有することが確認されている者であることから、例えば、消費者問題に

関する法律知識や商品・サービスに関する知識等それぞれの資格の試験科

目又は受講科目と重複する部分については試験等を一部免除するなどの措

置を設けることが考えられる。 

 

（２） ３資格を保有していない現職の相談員に係る措置 
 

現職の消費生活相談員は、３資格のいずれも保有していない場合でも、

日頃の相談業務において必要な技能や実務関係の知識等については十分に

培っているものと考えられる。また、消費者安全法における位置付けとし

ても、３資格保有者と「同等以上の専門的な知識及び経験を有する者」と

されている。このため、資格取得に当たって要求する知識・技能の水準は

維持しつつ、実践的な技能の担保のための試験・講習等については免除す
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るなどの措置を設けることが考えられる。 

 

  ○消費者安全法施行規則（平成 21年 8月 28日内閣府令第 48号） 
 

第 7条 消費者安全法 （以下「法」という。）第 10条第 1項第 1号又は第 2項第 1号に

規定する者は、次に掲げるいずれかの資格を有する者又はこれらと同等以上の専門的

な知識及び経験を有する者とする。  

一 独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）が付与する

消費生活専門相談員の資格  

二 財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザーの資格  

三 財団法人日本消費者協会が付与する消費生活コンサルタントの資格 

 

（３）３資格を保有している現職の相談員 
 

   ３資格を保有している現職の消費生活相談員については、上記（１）の

資格保有者に係る措置と上記（２）の現職の消費生活相談員に係る措置の

両方を受けられることにより、新たな資格制度への円滑な移行にも資する

こととなる。  
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９．人材養成のための取組 

 

（１）研修等に対する国の支援 
 

  消費生活相談について全国的な水準の確保と質の向上を図るためには、

消費生活相談員に対する資格更新のための研修等を含めた継続的な研修を

始め、資格取得促進のための講習等の自治体や消費者団体の取組について

も、国として支援等を行っていくことが必要である。 
 
（２）資格取得を促進するための措置 
 

   検討会では、地方を中心に３資格のいずれも保有していない消費生活相

談員が一定数いる状況にある中で、消費生活相談員の資格取得を促進する

必要があり、試験の前に資格取得に向けた講座のようなものが必要ではな

いかとの意見がだされた。 
 

こうした試験対策的な講座への参加を資格付与に係る制度として要求す

ると資格取得の要件が重くなりすぎ、また、資格を付与する側がこのよう

な講習会を行うと試験の公正さが担保できなくなるといった問題がある。 
 

   一方で、今回の相談員資格は、消費生活相談員が有すべき知識・技能等

を担保し、消費生活相談員全体に取得することが求められるベースとなる

資格であり、消費生活相談の質の確保・向上のためには、これを消費生活

相談員全体に普及させていくことが極めて重要である。 
 

このため、資格の制度としてはこうした講座への参加を要件とはせず、

今後、実質的に資格取得を促進するための措置について検討する必要があ

る。 
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１０．今後の課題 
 

（１）より高度な知見や専門性などが求められる消費生活相談に適

切に対応するために必要な資格 
 

今回の相談員資格については、消費生活相談員が有すべき知識・技能等

を担保し、消費生活相談員全体に取得することが求められるベースとなる

資格として位置付けるべきであるとしたが、今後、今回の相談員資格が消

費生活相談員全体に十分に普及した段階では、より高度な知見や専門性な

どが求められる消費生活相談に適切に対応するために必要な資格について

も検討することが必要ではないかとの指摘もあった。 
 

（２）消費生活相談以外の消費者問題等に関する活動を担う専門家

の育成等 
 

今回の検討会では、行政や消費者団体等の民間において消費生活相談を

担う消費生活相談員の資格について検討を行ったものであるが、現在３資

格を保有している者は、いずれの資格を保有しているかにかかわらず、消

費生活相談のほか、消費者問題に関する ADR、地域における消費者活動、

企業における消費者との架け橋となる活動等の多様な分野で活躍している。

今後は、こうした多様な活動を担う専門家の育成等が社会における消費者

力向上の観点から一層重要性を増してくる。 
将来的には、こうした多様な活動を担う専門家の間における今回の資格

の活用状況を踏まえ、企業における活動等も視野において当該資格につい

てあらためて検討することも課題の一つである。 
 

  
○専門的知識・技能や専門性を有するものとして今回の資格の活用が想定される団体等 

・福祉、環境、教育等多様な分野で消費者問題に関連する活動を行う民間団体 

・ADR（認証紛争解決事業者（ADR法の ADR）、金融分野の指定紛争解決機関（金融 ADR）、

国民生活センターの紛争解決委員会等） 

・民事調停（裁判所） 

・企業のお客様相談窓口  等  
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１１．結び 

 

情報や交渉力等において事業者との間に構造的格差のある消費者を支え

るのは消費生活相談の現場にいる消費生活相談員であり、その水準の確保

と質の向上は、消費者基本法が定める消費者の権利の尊重及び自立の支援

のために不可欠である。今回提言を行った消費生活相談員に関する新たな

資格の創設及び法律への位置付けが実現され、資格の普及が進むことで、

消費生活相談について全国的な水準の確保と質の向上が図られるとともに、

消費生活相談員に対する社会的評価の向上につながるものである。さらに

は、消費生活相談のみでなく、消費者問題に関する ADR、地域における消

費者活動、企業における消費者との架け橋となる活動等の様々な活動にお

いて資格の活用が進むことで、地域社会における消費者問題解決力の向上

に資するものである。 

また、今回の検討会でも確認されたように、消費生活相談には、消費者

問題に関する専門的な知識と実務経験等に裏打ちされた問題解決等のため

の実践的な技能が必要である。一方で、自治体における消費生活相談員は、

こうした専門性の向上への配慮や、職務の実態に見合った任用が必ずしも

されていない状況にある。消費者庁では、「実態として非常勤職員の行う業

務の中にも恒常的な業務があること、及び、任期ごとに客観的な能力実証

を行った結果としての同一者の再度任用は排除されないこと」について、

総務省と認識を共有したところである（平成 24年 7月 31 日公表の大臣メ

ッセージ「『地方消費者行政の充実・強化のための指針』策定に当たって」）。

本検討会は、今回提言を行った内容の実現により、消費生活相談員が専門

職として適切な評価を得て、その担う職責にふさわしい処遇改善につなが

ることを強く期待するものでる。 

今回提言を行った相談員資格の制度化に当たっては、さらに検討すべき

課題もいくつか残されており、広く消費者の意見を聞くことはもちろん、

自治体や消費生活相談員等現場の意見を十分に聴いて検討を進めることが

必要である。 

消費者庁において、このような消費者や現場の意見を踏まえつつ、さら

に検討を行った上で、早期の法制化に向けた取組を進めることを求めるも

のである。 
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「消費生活相談員資格の法的位置付けの明確化等に関する検討会」について 

 

平成 23年 10月 

消費者庁地方協力課 

 

 

１．趣旨 

消費生活相談業務の一層の質の向上と体制の整備を図るため、消費生活相談員（以

下「相談員」という。）の資格の法的位置付けの明確化等に向けて検討を行うことと

する。これにより、都道府県及び市町村（以下「自治体」という。）において相談員

が専門職として適切な評価を得られ、ひいては消費生活相談員の待遇改善に資する。 

なお、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成21年法律第48号）附則第４項におい

て、「消費生活相談員の待遇の改善（中略）について所要の法改正を含む全般的な検

討を加え、必要な措置を講ずるものとする」とされている。 

 

 

２．検討事項 

①相談員の役割・職務、相談員に求められる知識・技能・経験等とそれを反映した

資格制度の在り方の検討 

②相談員資格制度の運営の在り方（資格付与の実施主体等）の検討 

 

 

３．進め方 

 平成 23年 10月以降開催し、平成 24年春を目途として取りまとめ。 

  第１回     ・相談員資格に関するこれまでの議論の経緯と現状の把握、 

・自治体の消費生活相談等の事務及び消費生活センターの機能

の整理を踏まえた論点整理 

  第２回～第３回 関係者からのヒアリング（自治体等） 

  第４回以降   取りまとめに向けた議論 

 

参考１ 
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「消費生活相談員資格の法的位置付けの明確化等に関する検討会」 

委員名簿 

 

青山 理恵子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会副会長 

赤羽 朋子  東京都生活文化局消費生活部消費者情報総括担当課長 

○池本 誠司  弁護士、日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員 

柿沼トミ子  全国地域婦人団体連絡協議会会長、埼玉県地域婦人会連合会会長 

小島 俊昭  鎌倉市経営企画部市民相談課長 

丹野 美絵子 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長 

角田 真理子 明治学院大学法学部消費情報環境法学科准教授 

長谷川 公彦 公益社団法人消費者関連専門家会議専務理事 

◎山本 隆司  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

《オブザーバー》 

島上 聖司  経済産業省商務情報政策局商務流通グループ消費経済企画室長 

 

（敬称略 五十音順） 

 

 ◎：座長 

 ○：座長代理 

 

 ※所属・役職は、平成２４年８月２日現在 

参考２ 
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「消費生活相談員資格の法的位置付けの明確化等に関する検討会」 

開催状況 

 

第１回 10月25日 ・検討会の進め方 

・相談員資格に関するこれまでの議論と現状について 

・相談員資格法制化に関する論点について 

 

第２回 12月15日 ・ヒアリング①【資格付与団体】 

日本消費者協会、日本産業協会、 

国民生活センター 

 

第３回 ２月７日  ・ヒアリング②【自治体】 

高知県、八戸市、 

広島県生活センター消費生活相談員、 

堺市立消費生活センター消費生活相談員 

 

３月１日～１５日  消費生活センター長及び消費生活相談員へのアンケ

ート調査の実施 

 

第４回３月29日  ・ヒアリング③【自治体】東京都、鎌倉市 

・論点１及び論点２についての検討① 

 

第５回４月19日  ・論点１及び論点２についての検討② 

 

第６回５月21日  ・各論点と方向性について検討① 

 

第７回６月８日  ・各論点と方向性について検討② 

 

第８回６月28日  ・各論点と方向性について検討③ 

 

第９回７月26日  ・中間報告案について検討 

 

第10回８月２日  ・中間報告について取りまとめ 

参考３ 



４ 



５
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467

306

412

309

445

387

411

27

消費生活の専門家としての適切な助言

消費者の被った被害の回復

事業者と消費者との間に立った公正なあっせん

執行部局等に対する情報提供

他の専門家等への橋渡し

消費者による主体的な問題解決の促進・支援

相談を通じた消費者への安心感・満足感の提供

その他

相談業務を行う上で相談員に期待される役割ののうち

十分に果たせているもの（複数回答）

31

127

51

116

26

60

38

15

消費生活の専門家としての適切な助言

消費者の被った被害の回復

事業者と消費者との間に立った公正なあっせん

執行部局等に対する情報提供

他の専門家等への橋渡し

消費者による主体的な問題解決の促進・支援

相談を通じた消費者への安心感・満足感の提供

その他

相談業務を行う上で相談員に期待される役割のうち

十分に果たせていないもの（複数回答）

○ 消費生活相談員（以下「相談員」という。）に期待される役割のうち、「消費生活の

専門家としての適切な助言」、「他の専門家への橋渡し」については、十分に果たせ

ているとの回答が約９割（それぞれアンケート回答数の 92.5％、88.1%）となって

いる一方、「消費者被害の回復」、「執行部局等に対する情報提供」については、十分

に果たせていないとの回答が２割（それぞれアンケート回答数の 25.1%、23.0%）を

超えており、比較的多くなっている。 

消費生活相談員の資格に関するアンケート調査結果 

（消費生活センター長） 

【相談員の役割について】 

アンケート回答数＝５０５ 

参考５－１ 



 
 

7 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

406

321

400

266

288

437

378

18

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

相談員に必要とされる知識・技能のうち、現在相談員が十分に有

していると思われるもの（複数回答）

55

100

45

140

130

37

81

17

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

相談員に必要とされる知識・技能のうち、現在相談員に不足して

いると思われるもの（複数回答）

○ 相談員に必要とされる知識・技能のうち、「消費者問題に関する法律についての知

識」、「聞き取りに関する技能」については、十分に有しているとの回答が８割を超

えている（それぞれアンケート回答数の 80.4%、86.5%）一方、「消費者行政につい

ての知識」、「法律を事案解決のために具体的に活用する力」については、不足して

いるとの回答が２割を超えており（それぞれアンケート回答数の 27.7%、25.7%）、

比較的多くなっている。 

【相談員に必要とされる知識・技能について】 
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307

170

13

5

8

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員について、現行の３資格（消費生活専門相談員、消費生

活アドバイザー、消費生活コンサルタント）を含めて何らかの

資格を有していることが必要か

400

291

353

16

相談員の知識・技能等を確実に担保するため

相談の質について全国的に一定の水準を確保

するため

相談員が一定の知識・技能等を有しているこ

とを消費者、事業者及び関係行政機関に対し

明らかにするため

その他

相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思

う理由（複数回答）

○ 現行の３資格を含め相談員についての資格の必要性については、「必要である」と「ど

ちらかといえば必要である」をあわせて 9割（質問回答数の 94.8%）を超えている。 

【相談員の資格の必要性について】 
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173

225

35

16

25

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思う

場合、その資格について法令に位置付けることが必要か

307

225

293

303

15

相談員があっせんを行うこと等相談員の役割

を法令上明らかにできる

相談員が有する知識・技能等を法令上明らか

にできる

相談員の責務等を規定することで相談員が専

門職であることを法令上明らかにできる

相談員の資格が法令に位置付けられることで

消費者からの信頼感が高まる

その他

相談員の資格を法令に位置付けることが必要だと思う理由

（複数回答）

○ 相談員に資格が必要であると回答したものについて、相談員の資格を法令に位置付

けることが必要であるかとの質問については、「必要である」と「どちらかといえば

必要である」をあわせて 8割以上（質問回答数の 84.0%）となっている。 

【相談員の資格の法令への位置付けの必要性について】 
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116

279

31

14

43

十分である

おおむね十分である

やや不十分である

不十分である

わからない

相談員としての役割を果たす上で、現行の３資格で十分か

15

14

9

9

2

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員の資格として現行の３資格では不十分だと思う場合、

新たな資格制度の創設が必要か

○ 相談員の資格として現行 3資格は十分であるかとの質問については、「十分である」

と「おおむね十分である」をあわせて 8割超（質問回答数の 81.8%）となっている。 

【現行の３資格について】 
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90

68

306

28

試験に合格することにより付与

一定期間の講習を受講することにより付与

試験に合格し、一定期間の講習を受講する

ことにより付与

その他

相談員としての役割を果たすための資格は、どのような形で付

与されるのがよいか

448

27

27

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

相談員が相談業務を行っていく上で、資格取得後、実際に相談

員となる前に実務修習のような研修を受けることが必要か

335

95

58

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

相談員が相談業務を行っていく上で、取得している資格の更新

制度が必要か

○ 相談員の資格の付与の形態については、「試験に合格し、一定期間の講習を受講する

ことにより付与」が６割（質問回答数の 62.2%）を超えており、最も多くなっている。 
 

○ 資格取得後の実務修習については、約９割（質問回答数の 89.2％）が「必要だと思

う」と回答している。 
 

○ 相談員の資格の更新制度については、７割近く（質問回答数の 68.6%）が「必要だと

思う」と回答している。 

【資格付与等のあり方について】 
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37

67

0

11

資格保有者の方が対応がよい

資格の保有状況による差はみられない

非資格保有者の方が対応がよい

わからない

資格保有者と非資格保有者との間での相談業務に対応の差が

みられるか

107

14

39

研修等への参加支援などを通じて、

資格取得を積極的に支援し、勧めている

特段の支援を行っていないが、

資格取得を勧めている

特段勧めていない

非資格保有者に対して、消費生活相談員として採用した後３つの

資格のうちいずれかの取得を勧奨してるか

49

149

308

資格制度があれば、長い

雇用期間を定めやすい

資格制度があれば、雇用

期間を更新しやすい

資格制度の有無で差はない

消費生活相談員も含めて雇用期間に定めのある職について、資格

制度があることによって雇用期間又は更新への影響があるか

○ 資格保有の相談員と非資格保有の相談員との間で相談業務の対応に差が見られるか

との質問については、約６割（質問回答数の 58.3%）が「資格の保有状況による差

は見られない」と回答している一方で、7 割近く（質問回答数の 66.9％）が非資格

保有者に対して資格取得を積極的に支援し、進めていると回答している。 

○ 資格があることによる雇用への影響については、約３割（アンケート回答数の29.5%）

が「資格制度があれば雇用期間を更新しやすい」と回答している。 

○ 雇用期間の延長・更新につながりやすい資格としては、国家資格、資格保有が義務

付けられている場合、専門分野の資格等が挙げられている。 

【資格保有による影響等について】 



 
 

13 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

334

130

14

5

十分に行っている

十分とまではいえないが行っている

あまり行っていない

行っていない

センターにおけるあっせんの実施状況

9

11

38

25

10

8

10

17

338

３％未満

３％～５％

５％～１０％

１０％～１５％

１５％～２０％

２０％～３０％

３０％～４０％

４０％～５０％

５０％以上

センターにおいてあっせんを行った案件のうち

解決した案件の割合

○ あっせんの実施状況については、「十分に行っている」が約７割（質問回答数の69.2%）

となっている。また、あっせんを行った案件のうち解決した割合については、「５０％

以上」が７割を超えている（質問回答数の 72.5%）。 

○ 各センターにおいてどのようなものを「あっせん」と考えているかについては、「消

費者に代わって事業者と交渉すること」、「消費者と業者との交渉が対等で円滑に行

われるように、助言、援助、調整などを行うこと」、「事業者と消費者とが話し合い

をして紛争を解決するため、双方の間に立って解決に向けて話合いの調整をするこ

と」、「センターから事業者へ連絡すること」などがあげられている。 

【あっせんについて】 
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342

113

7

4

9

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員以外の消費生活相談を担当する職員について、その資質

向上のための研修は必要か

○ 相談員以外の消費生活相談を担当する職員の研修の必要性については、「必要であ

る」と「どちらかといえば必要である」をあわせて９割を超えている（質問回答数

の 95.8%）。 

【消費生活相談担当職員の研修の必要性について】 
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1531

1453

1401

1306

1421

1515

1486

246

消費者問題に関する法律についての知識

商品・サービスについての知識

消費者問題の動向等についての知識

消費者行政についての知識

法律を事案解決のために具体的に活用する力

聞き取りに関する技能

説得・交渉に関する技能

その他

相談業務を行う上で、相談員にどのような知識・技能が必要か

（複数回答）

○ 相談員に必要な知識技能については、「消費者問題に関する法律についての知識」、

「商品・サービスについての知識」、「消費者問題の動向等についての知識」、「消費

者行政についての知識」、「法律を事案解決のために具体的に活用する力」、「聞き取

りに関する技能」、「説得・交渉に関する技能」については８割～９割以上が必要で

あると回答。また、15.7％が「その他」を回答しているが、具体的内容としては、

コミュニケーション能力、高齢者や福祉等に関する知識、カウンセリング技能、パ

ソコン技能、生活経験・一般常識、啓発活動に関する技能等があげられている。 

消費生活相談員の資格に関するアンケート調査結果 

（消費生活相談員） 

【相談員に必要な知識・技能について】 

アンケート回答数＝１５６４ 

参考５－２ 
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956

468

37

27

65

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員について、現行の３資格（消費生活専門相談員、消費

生活アドバイザー、消費生活コンサルタント）を含めて何ら

かの資格を有していることが必要か

1108

979

948

71

相談員の知識・技能等を確実に担保するため

相談の質について全国的に一定の水準を確保す

るため

相談員が一定の知識・技能等を有していること

を消費者、事業者及び関係行政機関に対し明ら

かにするため

その他

相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思う理由

（複数回答）

○ 相談員についての資格の必要性については、「必要である」と「どちらかといえば必

要である」をあわせて 9割を超えている（質問回答数の 91.7%）。 

【相談員の資格の必要性について】 
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673

526

60

38

104

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員には現行の３資格を含めて何らかの資格が必要だと思う

場合、その資格について法令に位置付けることが必要か

981

600

886

758

62

相談員があっせんを行うこと等相談員の役割

を法令上明らかにできる。

相談員が有する知識・技能等を法令上明らか

にできる。

相談員の責務等を規定することで相談員が専

門職であることを法令上明らかにできる。

相談員の資格が法令に位置付けられることで

消費者からの信頼感が高まる。

その他

相談員の資格を法令に位置付けることが必要だと思う理由

（複数回答）

○ 相談員に資格が必要であると回答したものについて、相談員の資格を法令に位置付

けることが必要であるかとの質問については、「必要である」と「どちらかといえば

必要である」をあわせて 8割以上（質問回答数の 84.2%）となっている。 

【相談員の資格の法令への位置付けの必要性について】 
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312

750

182

71

178

十分である

おおむね十分である

やや不十分である

不十分である

わからない

相談員としての役割を果たす上で、現行の３資格で十分か

84

70

36

50

26

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

わからない

相談員の資格として現行の３資格では不十分だと思う場合、

新たな資格制度の創設が必要か

○ 相談員の資格として現行の３資格は十分であるかとの質問については、「十分であ

る」と「おおむね十分である」をあわせて 7 割超（質問回答数の 71.1%）となって

いる。 

○ 相談員の資格として現行の３資格では不十分と回答したものについて、新たな資格

制度の創設が必要であるかとの質問については、約 6 割（質問回答数の 60.9%）が

「必要である」又は「どちらかといえば必要である」と回答。 

【現行の３資格について】 
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242

171

985

94

試験に合格することにより付与

一定期間の講習を受講することにより付与

試験に合格し、一定期間の講習を受講する

ことにより付与

その他

相談員としての役割を果たすための資格は、どのような形で付

与されるのがよいか

1411

44

68

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

相談員が相談業務を行っていく上で、資格取得後、実際に相談

員となる前に実務修習のような研修を受けることが必要か

1056

238

214

必要だと思う

必要ないと思う

わからない

相談員が相談業務を行っていく上で、取得している資格の更新

制度が必要か

○ 相談員の資格の付与の形態については、「試験に合格し、一定期間の講習を受講する

ことにより付与」が６割を超えており（質問回答数の 66%）、最も多くなっている。 
 

○ 資格取得後の実務修習については、約９割（質問回答数の 92.6％）が「必要だと思

う」と回答している。 
 

○ 相談員の資格の更新制度については、７割（質問回答数の 70%）が「必要だと思う」

と回答している。 

【資格付与等のあり方について】 
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826

625

71

14

十分に行っている

十分とまではいえないが行っている

あまり行っていない

行っていない

あっせんの実施状況について

○ あっせんの実施状況については、「十分に行っている」が約５割（質問回答数の52.8%）

となっている。 

【あっせんについて】 




